
平成２２年１月２６日

は、平成２１年度当初予算の額

1 予算規模

（１） 一般会計予算 ４７５，５６３百万円 対比 △　　5.3%

（  502,395百万円）

（２） 特別会計予算 ２１３，９６３百万円 対比 7.2%

（  199,574百万円）

2 歳　　　出

（１） 職　 員 　費 １５０，７５２百万円 対比 △　 2.8%

（　155,160百万円）

うち 給与等 １３４，５８１百万円 対比 △　 2.2%

（　137,565百万円）
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うち 退職手当 １５，８３０百万円 対比 △　 8.0%

（　  17,207百万円）

（２） 投資的経費 ６５，８３９百万円 対比 △　28.8%

（　   92,438百万円）

うち 補助・直轄事業 ４２，５８８百万円 対比 △　30.0%

（　  60,806百万円）

うち 一般単独事業 １９，１６２百万円 対比 △　29.3%

（　  27,098百万円）

（３） 一般行政経費 １６１，６０１百万円 対比 2.6%

（　157,535百万円）

（４） 公　 債　 費 ９５，８５２百万円 対比 0.1%

（　  95,743百万円）

1



3 歳　　　入

（１） 実 質 県 税 １２０，９００百万円 対比 △　  14.2%

　(Ａ)+(Ｂ)-(Ｃ)+(Ｄ) （　140,900百万円）

　（参考）

県　　　　 税　　　　     (Ａ) １０３，６００百万円 （　127,100百万円）

地方消費税清算金   （Ｂ） ２１，０００百万円 （　  24,200百万円）

（他都道府県からの歳入）

地方消費税清算金   （Ｃ） １５，２００百万円 （　　17,400百万円）

（他都道府県への歳出）

地方法人特別譲与税（Ｄ） １１，５００百万円 （　　 7,000百万円）

　（主な内訳）

個人県民税 ３５，２２７百万円 対比 △　４，９４５百万円

法人関係税 １５，６６０百万円 対比 △１１，５８０百万円

（地方法人特別譲与税含 ２７，１６０百万円 対比 △７，０８０百万円 ）

不動産取得税 ２，０８２百万円 対比 △１，７９８百万円

自動車取得税 １，９０３百万円 対比 △１，０２２百万円

軽油引取税 ９，４８９百万円 対比 △１，２８１百万円

地方消費税 ２１，２００百万円 対比 △２，８００百万円

（２） 実質交付税 １７７，９００百万円 対比 11.4%

（　159,700百万円）
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臨時財政対策債を除き １１８，８００百万円 対比 3.8%

（　114,400百万円）

※実質県税＋実質交付税 ２９８，８００百万円 対比 △　 0.6%

（　300,600百万円）

（３） 県　　　　債 ９１，２１５百万円 対比 1.8%

（　  89,643百万円）

臨時財政対策債を除き ３２，１１５百万円 対比 △　 27.6%

（　  44,343百万円）

　※県債残高（臨時財政対策債、転貸債(復興基金)除き）　末　884,160百万円　（対比　△　37,358百万円）

（４） 基金取崩し １２，０００百万円 対比 0.0%

（　 12,000百万円）

減債基金 ９，０００百万円 　（　  9,000百万円）

財政調整基金 ３，０００百万円 　（　  3,000百万円）
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